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本書の目的

本 書は、社会保険労務士試験に最も容易に、かつ、確実に合格するために構成されてい
ます。

このテキストをマスターすれば、最も合理的かつ最短に合格圏に入ることができます。

本書の特色・使い方

❶ 試験に出題されるか、否かの重要度を各項目のはじめに明示しました。
試験に出題される可能性の低い項目を重点的に学習しても合格につながりません。

そこで、どこに力を入れて学習すべきかを各項目のはじめに、

　　超重要　　　　　　　　　重要　　　　　　　　必須　　　　　　　

の3段階で示しました。

❷ テキスト内の内容にも重要度を示し、確認のためのチェックボックスを設けました。
▪�黄色枠で５つ星マークが記してある箇所は、最重要事項です。テキストの本文中や
事項の最後にポイントとしてまとめてある場合があります。

▪�テキストの本文中の必須学習事項は、黄色以外の色枠で囲み、1〜4つの星マークで
重要度を示しています。星のマークの数が多いほど重要度が高くなります。

▪�必須学習に関する関連事項、難解な用語の解説、関連する通達の内容などは、下記
のように表示しています。色枠で囲まれた学習事項と同様、出題実績のある内容及
び出題可能性の高い内容を掲載しています。

▪�テキスト本文中の赤字は「必ず選択対策が必要な語句」、青字は「重要な語句」、太
字は「注意すべき表現」であることを表しています。

▪�テキスト右ページ上部には、学習日の記録欄を設けました。学習進捗状況などの確
認に役立ててください。

▪�テキストの各ページの下に「メモ欄」を設けています。理解しづらい箇所に印をつけ
たり、メモをとったりする際は、メモ欄にすぐに書き込むのではなく、まずは付箋に
書いてメモ欄に貼りましょう。この方法で、テキストを汚さずに、気づいたことを一
時的に記録します。

　�　次に、学習を進めるうちに不要となった付箋をはがしましょう。付箋をはがすこと
で学習が進んだことを実感できます。学習が進んでもなお必要な情報をメモ欄に書き
込み、自分だけのオリジナルテキストに仕上げていきましょう。

本書の利用により、一人でも多くの方が社会保険労務士試験に合格されることを、心よ
り切望いたします。
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学習するためのポイント　

法律の学習にあたっては、学んでいる法律がどういう場合に適用されるものなのかを意
識する必要があります。適用とは耳慣れない言葉ですが、「法律が適用されると、その法
律にしばられる」という意味だとご理解いただければひとまずは大丈夫です。

1 適用事業と適用除外

⑴ 労働基準法が適用される場合

適用事業

労働者を使用する事業は、その種類・規模に関係なく労働基準法の適用を受けます。

業種の区分

労働基準法は事業の種類に関係なく適用されますが、労働時間など一部の規定について
は、事業の種類によって特例が設けられています。そこで、労働基準法は、「別表１」にお
いて一定の業種の区分を列挙したうえで、特例の箇所でそれを引用するという手法をとっ
ています。

工業的業種 非工業的業種

1号　製造業
2号　鉱業
3号　建設業
4号　運輸交通業
5号　貨物取扱業

  6号　農林業
  7号　畜産・養蚕・水産業
  8号　商業
  9号　金融・広告業
10号　映画・演劇業

11号　郵便通信業
12号　教育研究業
13号　保健衛生業
14号　接客娯楽業
15号　焼却・清掃業

労働基準法別表１

属地主義

労働基準法は、日本国内にある事業にのみ適用されるので、国外にある支店等であって
事業としての実態を備えるものについては適用されません。また、日本国内で行われる事
業であれば、事業主が外国人であっても適用されます。
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労 働基準法は、労働条件の最低基準を定める法律として、昭和22年（1947年）に
制定されました。

国や地方自治体ではない一般人や法人が相互に契約を結ぶ際は、「契約自由の原則」と
呼ばれるルールがあります。つまり、どんな内容の契約であれ、双方が合意をすれば締結
することができます。しかし、使用者と労働者では、使用者が圧倒的に有利な立場にある
ため、労働者にとって不利な内容の労働契約が締結される可能性が高くなります。
そこで、労働者を保護するために、「契約自由の原則」を修正し、使用者が守るべき最
低基準を設ける必要があります。そのために制定された法律が労働基準法です。最低基準
を守れない使用者に対しては、罰則も用意されています。

本書の構成

章 章タイトル

１章 労働基準法はどのような場面で適用されるか？

２章 労働契約とは何か？

３章 就業規則・寄宿舎規則とは何か？

４章 労働基準法全体に関わる決まりにはどのようなものがあるか？

５章 労働者の賃金は、どのように保護されているか？

６章 労働時間、休憩、休日に関するルールにはどのようなものがあるか？ 

７章 年次有給休暇に関する規定にはどのようなものがあるか？

８章 年少者や妊産婦を含む女性を保護するための規定にはどのようなものが
あるか？

９章 災害補償・技能者の養成とはどのような規定か？

10章 労使関係の終了に関して、どのような規定があるか？

11章 監督機関・雑則・罰則とはどのような規定か？

全部で11章ありますが、大きく分けると３部構成となっています。

▪第１部……�１章から３章までは、使用者と労働者の定義について学習したうえで、使
用者が労働者に義務を負わせる際の手続について学習します。

▪第２部…�…��４章から10章までは、使用者が守るべき最低基準の中身について学習し
ます。

▪第３部…�…��11章では、第２部で学んだ最低基準を使用者が守らない場合に、どのよ
うな対応がなされるかについて主に学びます。

使用者使用者 労働者労働者
労働契約

労働基準法
規制 ➡ 違反 ➡ 罰則

労働基準法の全体像
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学習するためのポイント　

法律の学習にあたっては、学んでいる法律がどういう場合に適用されるものなのかを意
識する必要があります。適用とは耳慣れない言葉ですが、「法律が適用されると、その法
律にしばられる」という意味だとご理解いただければひとまずは大丈夫です。

1 適用事業と適用除外

⑴ 労働基準法が適用される場合

適用事業

労働者を使用する事業は、その種類・規模に関係なく労働基準法の適用を受けます。

業種の区分

労働基準法は事業の種類に関係なく適用されますが、労働時間など一部の規定について
は、事業の種類によって特例が設けられています。そこで、労働基準法は、「別表１」にお
いて一定の業種の区分を列挙したうえで、特例の箇所でそれを引用するという手法をとっ
ています。

工業的業種 非工業的業種

1号　製造業
2号　鉱業
3号　建設業
4号　運輸交通業
5号　貨物取扱業

  6号　農林業
  7号　畜産・養蚕・水産業
  8号　商業
  9号　金融・広告業
10号　映画・演劇業

11号　郵便通信業
12号　教育研究業
13号　保健衛生業
14号　接客娯楽業
15号　焼却・清掃業

法別表１

属地主義

労働基準法は、日本国内にある事業にのみ適用されるので、国外にある支店等であって
事業としての実態を備えるものについては適用されません。また、日本国内で行われる事
業であれば、事業主が外国人であっても適用されます。

適用事業の単位

労働基準法は事業単位で適用されます。この適用単位である一の事業であるか否かは、
主として場所的観念によって決定すべきものとされています。
➡ 同一の場所で営まれている事業であれば、同一の事業として扱います。

同一の場所であっても、別個の事業とされる場合

同一の場所にあっても、労働の態様が著しく異なる部門であって、その部門が主たる部
門との関連において従事労働者、労務管理等が明確に区別され、かつ、主たる部門と切り
離して労働基準法の適用を受けることが適当である場合には、その部門は別個の事業とさ
れます。

たとえば、工場内の食堂や診療所などは、工場内の主たる部門とは別個の事業として扱
われ、労働基準法の適用を受けます。

場所的に分散していても、同一の事業とされる場合

場所的に分散している事業であっても、規模が非常に小さく独立性のないものは、直近
上位の機構と一括して一つの事業とされます。

たとえば、新聞社の支社の通信部は、新聞社の支社と一括して一つの事業として扱われ、
労働基準法の適用を受けます。	�  平11.3.31基発168号

別の場所にある２以上の事業場に関する届出

同一企業において、同一の労働基準監督署管内に2以上の事業場があるときは、各事業
場に係る労働基準法に基づく報告又は届出については、当該企業内の組織上、各事業場の
長より上位の使用者が、取りまとめて行うことができます。� 平7.12.26基発740号
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　適用　

名古屋支社　

　適用　

Ａ社　

原則としてそれぞれ一つの
事業とされ、労働基準法は
別々に適用されます。
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⑵ 労働基準法が適用されない場合

同居の親族

同居の親族のみを使用する事業については、労働基準法は適用されません。

語句説明

「親族」とは、6親等内の血族、配偶者及び3親等内の姻族のことです。� 法116条2項

通達：同居の親族に労働基準法が適用されるのはどんな場合か？

同居の親族についても、次の❶から❸の要件に該当する場合は、例外的に労働基準法が
適用されます。

❶ �常時同居の親族以外の労働者を使用する事業において、一般事務又は現場作業等
に従事している

❷ 業務を行うにつき、事業主の指揮命令に従っていることが明確である
❸ �就労の実態が当該事業場における他の労働者と同様であり、賃金もこれに応じて

支払われている

� 昭54.4.2基発153号

家事使用人

家事使用人については、労働基準法は適用されません。� 法116条2項

通達：家事労働者が、家事使用人に該当する場合と該当しない場合

家事使用人に該当 
（労働基準法の適用除外）

家事使用人に該当しない 
（労働基準法が適用される）

法人に雇われ、その役職員の家庭におい
て、その家族の指揮命令下で家事一般に
従事している者

個人家庭における家事を事業として請け
負う者に雇われて、その指揮命令の下に
当該家事を行う者

� 平11.3.31基発168号

国及び公共団体についての適用

労働基準法は、国、都道府県、市町村その他これに準ずべきものについても適用があり
ます。しかし、適用の有無や、規定のすべてが適用されるかどうかにつき、次のような違
いがあります。

国等の事業に使用される者への労働基準法の適用　

公務員
国家公務員 地方公務員

一般職の
国家公務員

行政執行法人
の職員

一般職の
地方公務員

適用除外 すべて適用 一部が適用

�
法112条、国家公務員法附則16条、地方公務員法58条３項ほか

語句説明

「行政執行法人」は、独立行政法人の一種です。たとえば、造幣局などです。独立行政法
人ではあるものの、国の行政に密接に関わる事務を取り扱うため、行政執行法人の職員の
身分は国家公務員です。国家公務員の身分を持ちながら、労働基準法が適用されます。
� 独立行政法人通則法２条４項、国家公務員法附則16条

船員法に規定する船員

船員法に規定する船員については、総則（法1条から11条）と罰則の一部の規定のみ
適用されます。
➡ 船員には、労働基準法の特別法である船員法が適用されます。� 法116条1項

語句説明

「特別法」とは、ある法律と比較して、適用される範囲が狭い法律のことをいいます。対
になる言葉は一般法です。特別法の効力は、一般法に優先します。たとえば、船員にのみ
適用される船員法（特別法）の効力は、労働者一般に適用される労働基準法（一般法）に
優先します。

独立行政法人の職員
（公務員ではない）

すべて適用
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